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GMOペパボと⿅児島⼤学が産学連携 
〜地域ブランドの開発⽀援を⽬的とした、ECデータの利活⽤による共同研究を開始〜 

 
GMO インターネットグループの GMO ペパボ株式会社（代表取締役社⻑︓佐藤 健太郎 以下、GMO ペパボ）は、

国⽴⼤学法⼈⿅児島⼤学（学⻑︓佐野 輝 以下、⿅児島⼤学）と産学連携の取り組みとして、本⽇ 2021 年 4 ⽉ 19 ⽇
（⽉）に、地域ブランドの開発⽀援を⽬的とした EC データの利活⽤による共同研究契約を締結いたしました。 

なお、共同研究の期間は、2021 年 4 ⽉ 19 ⽇（⽉）から 2021 年 9 ⽉ 30 ⽇（⽊）までの 6 か⽉間を予定していま
す。 

本研究では、GMO ペパボが有する EC 関連サービスに関する統計データ（※1）を⿅児島⼤学が学術的に分析するこ
とで、地域ブランドの開発や EC での販路拡⼤を推進し、⿅児島県の発展・成⻑への貢献を⽬指します。 

具体的には、⿅児島⼤学が消費者⾏動の分析結果より導き出した仮説に基づき、地域のポテンシャルを最⼤化する
商材やサービスを探索し、今後の地場産業、伝統産業、個⼈事業主等が発展するための基盤となる地⽅都市・まちづ
くりに向けたマーケティングリサーチと仮説の検証を⾏います。 

（※1）個⼈情報を含みません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
【共同研究の背景】 
 ⿅児島県は、温暖な気候と海と⼭に囲まれた豊かな⾃然環境により、⿊⽑和⽜、⿊豚、クロマグロ、サツマイモ
など多くの特産品を持ち、農業産出額は全国 2 位（※2）、漁業産出額は全国 5 位（※3）と農林⽔産業の優れた⽣産基盤
を築いています。しかしながら、主⼒産業のひとつである⾷料品製造業においては付加価値率が全国 21 位（※4）とな
っており、さらなる成⻑・改善が期待されています。 
 そのような中、⿅児島県では 6次産業化（※5）に注⼒するほか、県の持つ「健康・癒し・⻑寿」に有益な地域資源
を「かごしまのウェルネス」としてブランド化を図り国内外に発信するなど、地域資源の付加価値の創出・向上や
販路拡⼤などにつなげる取り組みを⾏なっています。また、『かごしま製造業振興⽅針』（※6）において、「継続的
な市場、販路の開拓・拡⼤、マーケティング⼒・販売⼒の強化」や「産業のパラダイムシフトへの対応」などを課
題にあげ、産学官の関係企業・団体等と共に 2025 年までの 5 年間それらの課題に取り組んでいくことを掲げていま
す。  
 GMO ペパボは、「インターネットで可能性をつなげる、ひろげる」というミッションのもと、東京・福岡・⿅児
島に拠点を置き、ホスティング事業、EC ⽀援事業およびハンドメイド事業を軸に、インターネット上での⾃⼰表現
を⽀援するサービスを多数提供しています。また、近年は地⽅産業の活性化を⽬的として、⾃治体や企業との連携
にも積極的に取り組んでいます。⿅児島県においても、2020 年に⿅児島銀⾏との連携提携を締結するなど、県内の
事業者のインターネットを活⽤した事業展開、ひいては DX を⽀援しています。 



 ⼀⽅、⿅児島⼤学では、学部を横断した教員グループによる「社会共創イニシアティブ部会」（※7）を⽴ち上げ、
同⼤学に寄せられた地域の課題を収集・集約し、課題解決のコンサルティング活動、産学連携研究（共同研究）や
プロジェクトの企画⽴案・⽴ち上げ、地域との交流事業を⾏うための「オープン実証ラボ」（※8）の推進を⾏ってい
ます。また、奄美⼤島の伝統⼯芸品である⼤島紬織物産業に関する研究（※9）や、地域中⼩企業のネットワーク組織
の可能性に関する研究（※10）にも取り組み、⿅児島県の産業の活性化に貢献してきました。 
そこでこの度 GMO ペパボと⿅児島⼤学は、⿅児島県の持つ課題を解決し、地域の発展・成⻑の⼀助となるべ

く、地域ブランドの開発を⽬的とした EC データの利活⽤による共同研究を開始いたしました。 
今後は、本研究の研究結果に基づいた地域ブランド開発の実現に向け、⾃治体および⿅児島銀⾏等の地域企

業との連携についても検討を進めてまいります。 
（※2）出典︓農林⽔産省「令和元年農業産出額及び⽣産農業所得（都道府県別）」 

URL︓https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nougyou_sansyutu/#r 

（※3）出典︓農林⽔産省「令和元年漁業産出額」 

URL︓https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/gyogyou_seigaku/index.html 

（※4）出典︓「経済産業省⼤⾂官房調査統計グループ 2019年⼯業統計表 産業別統計表〔概要版〕」 

URL︓https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-2/r01/gaiyo/index.html  

（※5）総合化事業計画の認定を受けた⽣産事業者が、⾃ら⽣産した農林⽔産物の加⼯または販売等を⼀体的に⾏うことを指します。 

（※6）URL︓http://www.pref.kagoshima.jp/af03/sangyo-rodo/syoko/housin/documents/7082_20210317144118-1.pdf 

（※7）URL︓https://www.krcc.kagoshima-u.ac.jp/blog/article/co-creation-committee/ 

（※8）「オープン実証ラボ」とは、県内の中⼩企業との研究開発機会の拡⼤および研究成果の可視化（試作・プロトタイピング）による
事業化⽀援の充実を図るため、研究成果の試作および発表機会を確保するスペースとして⿅児島⼤学が設置する施設です。 

URL︓https://www.krcc.kagoshima-u.ac.jp/blog/article/about_openlab/ 
（※9）⾺場武（2020），「⼤島紬織物産業の現状と課題.商品開発」，管理学会第 33 回全国⼤会。 
（※10）⾺場武（2020），「地域産業における⽔平的組織間ネットワークの分析 」，『⽇本情報経営学会誌』，No. 40, Vol. 3, pp.46-58.  
 
【共同研究の概要（実施期間︓2021年 4⽉ 19⽇（⽉）〜2021年 9⽉ 30⽇（⽊））】 
（1）消費者動向データの学術的分析と仮説の提⽰ 

GMO ペパボが運営する EC 関連サービスの消費者動向データを⿅児島⼤学が学術的に分析します。⿅児島⼤
学は、その結果から導き出した地域のポテンシャルを最⼤化する商材やサービスに関する仮説を提⽰し、今後
の地場産業、伝統産業、個⼈事業主等が発展するための基盤となる地⽅都市・まちづくりに向けたマーケティ
ングリサーチと仮説の検証を⾏います。 

仮説検証後には、GMO ペパボにおいて、研究結果の実現を⽬指すための⾃治体や企業等との連携⽅法につい
て検討します。 
 
（2）DX による地⽅都市・まちづくりの⽅向性（連携ロードマップ）の検討 
 データアナリストの共同育成事業、EC・IT のアントレプレナーシップ事業、⿅児島⼤学の情報システム⾼度
化事業等の発展についての議論を通じ、DX による地⽅都市・まちづくりの⽅向性（連携ロードマップ）を共同
で検討します。 
 

以上 
 

 
 
 
 

【GMOペパボ株式会社】（URL︓https://pepabo.com/） 
会 社 名 GMO ペパボ株式会社（東証第⼀部 証券コード︓3633） 
所 在 地 東京都渋⾕区桜丘町 26番 1号 セルリアンタワー 
代 表 者 代表取締役社⻑ 佐藤 健太郎 
事 業 内 容 ■ホスティング事業 ■EC ⽀援事業 ■ハンドメイド事業 ■⾦融⽀援事業 
資 本 ⾦ 2億 6,222万円  

【報道関係お問い合わせ先】 
●GMO ペパボ株式会社                               ●GMO インターネット株式会社 

社⻑室 広報チーム 伊早坂                           グループコミュニケーション部 広報担当 寺⼭ 
TEL︓03-5456-2614 E-mail︓pr@pepabo.com          TEL︓03-5456-2695 E-mail︓pr@gmo.jp 



【GMOインターネット株式会社】（URL︓https://www.gmo.jp/） 
会 社 名 GMO インターネット株式会社（東証第⼀部 証券コード︓9449） 
所 在 地 東京都渋⾕区桜丘町 26番 1号 セルリアンタワー 
代 表 者 代表取締役会⻑兼社⻑・グループ代表 熊⾕ 正寿 
事 業 内 容 ■インターネットインフラ事業 ■インターネット広告・メディア事業 

■インターネット⾦融事業   ■暗号資産事業 
資 本 ⾦ 50億円 
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